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趣旨説明



森林環境譲与税導入に至る背景経緯

• 1980年代 水源税構想 (林野庁)

• 1994年 森林交付税創設促進議員連盟結成

• 2003年 森林環境・水源税構想

• 2012年 地球温暖化対策税（エネルギー分野）

• 2013年 地球温暖化対策税譲与税案
（森林面積に応じて譲与する案）

• 2019年 森林経営管理法 (18年成立 4月施行)

• 2019年 森林環境税及び森林環境譲与税

• 2019年 改正国有林野法が成立 （2020年4月施行）

2016年 森里川海協力資金制度要望（環境省）

排出削減
×吸収源



林業経済学会等で動き

• 6/1 ワークショップ形式の第55回研究会Box：
「新たな森林管理システム」をみなで考える

• 11/24  森林環境税 セッション
• 11/25 徹底討論：林政の新展開を問う

• 2020年3月 S4 森林環境譲与税と森林経営管理制度
林野庁 森林整備部 森林利用課 森林集積推進室長も参加予定

→ 税と 森林管理システムの議論は分けるべき?
（財務・予算 － 執行）

→ 森林経営・公益的機能 と 税導入のタイミング
→ 譲与税は 「税収」のありきで「使途」？



レベル・段階： 対象

都道府県 税・（執行）
（一部 基礎自治体 連携）

都道府県 執行

基礎自治体 執行
（マクロな類型）

基礎自治体 執行
（事例分析）

都道府県 税・執行
基礎自治体

基礎自治体 執行
（事例分析）

国民 税



では、自己決定
としての自治は
どうか。（中略）

地方分権改革
で自己決定権
は拡大したはず
なのに、実態と
してはそれが弱
くなっているの
ではないかなと
いう印象 (西尾, 
2018 )



喩え （サザエさんの絵がありました）

© 長谷川町子美術館
＊ ジェンダー、 国、都道府県、基礎自治体の役割の
ステレオタイプを意図したものではありません

税はペア、呉越同舟
＋α）

実現しない構想

入れなかった経緯
もあるよサポート役

デビュー
ちょっと大変?



よろしくお願いします
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税収額

• 森林環境譲与税 （当初）200億程度→600億

• 県の超過税 （Ｈ３１） 300億超

香坂玲・内山愉太

「森林環境譲与税
の導入と都道府県
への影響の分析：
37府県の概況につ

いて」短報『日本森
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